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ったまま改善後に余る財の量で定義できる．アレー余

剰は，効用の単調増加性を仮定すると，完全競争経済

においては弱カルドア原理と必要十分条件を持つこと

が明らかになっている．また，不完全競争経済におい

ては，財が正常財であれば，やはり必要十分性を持つ

ことが証明されている（Foster and Sonneschein(1970) 

3））．しかしながら，以上の検討は一点経済のもとで

行われている． 

１．はじめに 

 

公共投資などといった政策の効率性を判断する一つの

基準が Kaldor(1939)と Hicks(1940)によって提案され

た補償原理である．補償原理では，ある政策によって

効用が増加する消費者と低下する消費者が存在する際，

仮に効用の増加する消費者から効用の低下する消費者

へ富の再分配が行われ，効用の低下する消費者の効用

を政策前と同じ水準にまですることができ，かつ分配

後の消費者の効用は依然として政策前より高ければ，

そのような政策は補償原理の意味で受容可能とする．

補償原理にも様々な定義があり，代表的なものは強カ

ルドア原理，弱カルドア原理，強ヒックス原理，弱ヒ

ックス原理などである． 

本研究では，空間経済（複数の地域が存在する経

済）において，アレー余剰と弱カルドア原理の同値性

は成立するかについて検討を行う．本研究の流れとし

て，まず第２章において，空間経済（いくつかの地域

が存在する経済）におけるアレー余剰と弱カルドア原

理の同値性について検討を行うために，具体的なモデ

ルを設定する．それを用いて，第３章において，空間

経済（複数の地域が存在する経済）の場合，経済に存

在する歪みの有無に関わらずアレー余剰が一意に定ま

らないことを示す．第４章においては複数地域経済シ

ステムのシトフスキー曲線を描いて，様々に定義可能

なアレー余剰と弱カルドア原理の対応関係を分析する．

第５章においては，アレー余剰を具体的に定義し，定

義されたアレー余剰と弱カルドア原理の必要十分条件

を検討する．以上の検討をもとに，第６章において空

間経済において望ましい性質を持つアレー余剰を新し

く定義する． 

一方，費用便益分析は経済の効率性を判断する分析

として用いられているため費用便益分析の指標（例：

CV，EV）と補償原理の関連性について多くの分析が

行われてきた．現在まで明らかになっていることは，

個人の CV，EV を総和した SCV や SEV はゴーマン制

約を満たす選好でない限りいずれの補償原理とも正確

な対応関係は存在せず，SEV>0 は強ヒックス原理が

パスされる十分条件であるけれども必要条件ではない．

また SCV>0 は強カルドア原理がパスされる必要条件

であるけれども十分条件ではない（Foster(1976) 1））． 

しかしながら，補償原理と一般に必要十分性を持つ

費用便益分析指標がある．それは，アレー余剰と呼ば

れる指標(Allais(1977)2)) であり，改善前の効用を保 

 
２．モデルの設定 

  
(1)モデルの枠組み 
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式(5)の両辺に を乗じ地域 i で足しあわせれば，iN

(1, , , )
i i i i i i

i i i
N e r E v N K N= + +∑ ∑ ∑i i

N w
i i
g

i
∑ が得られる．ここか

ら市場条件式に各財の価格を乗じたものすべて引く

と，式(11)が得られる． 

(2)モデルの設定 

地域 の世帯は次に示される支出最小化行

動をとる． 
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この導出はワルラス法則を示している．したがって，

式(5)～(11)のうち一本を除いた式ですべてのモデルが

表現されていることになる．今後は，式(6)を除いた

式(5)，(7)～(11)を用いる． 

ただし， ：効用水準， ：直接効用関数， ：合成

財需要量， h ：土地需要面積，

iv ( )⋅u ix

i iE ：環境質， ：地代  ir
地域 の企業は次に示される利潤最大化行

動をとる．簡単化のために消費者は全員，居住地域に

おいて労働供給すると仮定する． 

i )2,1( =i
 
３．空間経済におけるアレー余剰の一意性 

 

第２章の式(5)，(7)～(11)でモデルが表現されている．

式(5)，(7)～(11)より，式 (12)が得られる． 
iX

( ). . i i is t X f N N=          

)

)

      (4) 
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A N w r H N e r E v= + −∑ ∑ ∑        (12)  
ただし， ：合成財供給量， ：人口， ：集積の経

済を表す関数（企業にとって外部性） 

iX iN ( iNf

式(12)は，アレー余剰は所得の上昇から効用を保つ

ために必要な支出の上昇を引いたものであることを示

している．式(12)を全微分すれば，式(13)を得る． 
( iNf

( )

は企業にとって外部性と仮定する．すなわち，

マーシャルの外部性を表す．また，本研究では

α=iNf （固定）（生産関数が一次同次；完全競

争）の場合（ケース 1）と ( )if N

)i i

（不完全競争）の場

合(ケース 2)を考える．式(1)～(4)より，世帯のヒック

スの需要関数は (1, , ,i ix v (1
)i

r E
, ( ),i i

, ，企業の

供給関数は

, , , )i iih r E iv
(1X f N N となる．これらの関数を

用いれば，アレー余剰の定義を含む均衡式および定義

式は以下の様になる．式(5)は個人の所得制約を示し

ており，式(6)は合成財の需給均衡を示している．ア

レー余剰は合成財で定義しているため，合成財の需要

側に組み入れられている． 
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式(13)の第 1 項は，限界社会生産から効用を保つた

めに必要な限界社会費用を引いたものを示す．この項

が０でない場合は地域間の人口配分が歪んでいること

を示す．第 2 項は，式(5)，(10)から，補償所得 を

示す．したがって，補償所得

ig

ig が地域別に異なれば

アレー余剰 A は異なった値を示すことになる．つま

り，地域間の補償所得の関係式を加えなければ，アレ

ー余剰は一意に定まらない．一点経済の場合，一般均

衡体系で決定する価格ベクトルを所与として補償所得

は一意に決定するため，アレー余剰は一意に定ま

る．しかし，複数地域が存在する場合は，地域別の価

格ベクトルは一般均衡体系だけでは決定せず，補償所

得 の地域別の配分が決定しなければ決定しない． 

ig

g i

(1, , , )e r E v w K g= + +i i i i i i                   (5) 

( ) ( )(1, , , 1, ,i i i i i i i i )
i i

N x r E v A X f N N+ =∑ ∑        (6) 

iN N=∑                                   (7) 
i

(1, , ,H N h r E v= )i i i i i i                          (8) 

0v v v= =1 2                                 (9) 
 

i iK r H=∑
i

N                             (10) ４．アレー余剰と弱カルドア原理 

  

ここで， K ：非労働所得， N ：全人口（固定）， A ：ア

レー余剰， ：効用を保つための地域 における補償所得，ig i

iH ：土地面積（固定），
0

v ：整備前の効用水準 

(1)生産可能性曲線およびシトフスキー曲線 

第２章で設定したモデルにおける，生産可能性曲線

とシトフスキー曲線，および地域 1 の環境質 を1E 0
1E



(2)従来の定義に基づくアレー余剰と弱カルドア原理 から に向上させた場合のそれらの変化を，図 -1

（ケース 1），図-2（ケース 2）に示す．ただし，地

域 1 と地域 2 で生産（消費）される合成財の総計を縦

軸に，地域 1 のロットサイズを横軸にする．これらの

形状は，企業の生産関数の一階微分，二階微分，世帯

の効用関数の一階微分，二階微分の符号条件から求め

た． なお，図中において はシトフスキー曲線を，

は生産可能性曲線を，

1
1E

)
( )S ・

(F ・ ( ) ( )N u・ ・

1E
は各地域の世帯

の総効用をそれぞれ表し，破線は の向上後の各曲

線を表し，ケース 1，ケース 2 の初期の均衡点は，そ

れぞれ図-1，図-2 の E 点である． 

1

0
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2 1 2 2( ) ( )N h u E
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1 1 1 1( ) ( )N h u E
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H

1 2 1( ,X h

地域別の補償所得 の与え方によって，地域

1 の環境質の変化後の均衡は図 -1，図 -2 における

上の任意の点となる．この時アレー余剰は，生

産可能性曲線からシトフスキー曲線までの合成財方向

の差分で表されるため，地域別の補償所得 の

定義によっては，均衡点は横軸上の任意の点をとり，

負の値になりうる．したがって補償均衡の下で定義さ

れるアレー余剰式(12)では問題がある． 

1 2( , )g g

1
1(S E )

1

1 2( , )g g

次に，アレー余剰の定義として「最大余る合成財の

量」がある．この定義に従うと，一意に定義可能であ

る．例えば不完全競争のケース（ケース 2）にその定

義を適用すると，初期時点と政策後のアレー余剰

0 ,A A はともに正となり， 0 1A A< となる(図-2)．しか

し， 0 , 1A A を世帯に再配分したときに， 0 1A A< であっ

たにもかかわらず，政策後の効用が政策前より小さく

なりうる（以下「効用のパラドックス」と呼ぶ）．こ

れは財の限界効用が政策前後で異なるためである．

「効用のパラドックス」が起こるため，この定義に基

づくアレー余剰の大小が意味を持たない． 

 

E

 図-1 生産可能性曲線，シフトスキー曲線の変化 
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一方，弱カルドア原理は，世帯間での取引で効用を上

げられるか否かであるから，シトフスキー曲線と生産

可能性曲線の交差が問題となる．ケース 1，ケース 2

共に政策後に交差しているため，弱カルドア原理のも

とでこの環境質の変化は受容される． 

（ケース 1） 
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５．空間経済におけるアレー余剰の定義 

 

(1)新たなアレー余剰の定義の必要性 

第４章で示した通り，アレー余剰は定義が定まらな

ければ一意に定まらず，値が負となる可能性があり，

アレー余剰の観点からはこの環境質の変化は受容され

ない．また，不完全競争下（ケース 2）においては，

初期時点でアレー余剰が正であるために「効用のパラ

ドックス」が起こりうる．したがって従来のアレー余

剰の定義である，(ⅰ)最大余剰としてのアレー余剰，

(ⅱ)補償均衡の下での余る合成財の量，の両定義とも

問題がある．したがって，適切なアレー余剰の定義の

方法を検討する必要がある． 

図-2 生産可能性曲線，シフトスキー曲線の変化 

（ケース 2） 

 

図-2 においては，初期時点においてもシトフスキ

ー曲線と生産可能曲線が交差しており，より高い効用

をもつシトフスキー曲線が達成可能となっている．こ

れは，歪みが生じているために，最善解に達していな

いことを示している． 

 

(2)アレー余剰と弱カルドア原理の必要十分性 

代表的な従来の 2 つのアレー余剰の定義，(ⅰ)以前



の効用を保つために最大余る合成財の量，(ⅱ)補償均

衡の下で余る合成財の量，を取り上げ，これらと弱カ

ルドア原理の必要十分性を検討する．ただし一点経済

かつ完全競争下においては定義(ⅰ)と定義(ⅱ)は同値

である．その結果を表-1 に示す．表-1 において，空

間経済におけるアレー余剰の問題点として(ⅱ)の定義

は完全競争経済においても一意に定まらないこと，ま

た不完全競争においては(ⅰ)の定義が効用のパラドッ

クスを発生させうるため意味を持たないこと，および

(ⅱ)の定義が一意でないことがあげられる． 

そこで本章では，新たに定義(ⅲ)地域間補償所得均

等制約の補償均衡の下で余る合成財の量，を提案する．

この定義では，表-2 に示すように，アレー余剰は完全

競争および不完全競争に関わらず一意に定義可能であ

り，更に完全競争の場合は定義(ⅰ)と同値であるとの

望ましい性質を持っている．更に，補償原理（弱カル

ドア原理）との関連性は，完全競争の時には同値であ

り，不完全競争の場合は十分条件となる．十分条件は

費用便益分析において必要条件よりも重要であり，定

義(ⅲ)は指標として望ましい性質を持っている． 

 
６．結論 

 

本研究では，同質な世帯の存在する歪みのない 2 地

域空間経済モデルと歪み（都市の集積の経済）のある

2 地域空間経済モデルを構築し，アレー余剰と補償原

理（弱カルドア原理）の対応関係の分析を行った． 

分析の結論としては，表-1 に示すように，従来のア

レー余剰の定義（定義(ⅰ)，(ⅱ)）は，①完全競争下

においては，空間経済において定義(ⅱ)ではアレー余

剰が一意に定まらないこと，②不完全競争下において

は定義(ⅰ)のアレー余剰は効用のパラドックスが発生

しうることおよび空間経済において定義(ⅱ)ではアレ

ー余剰が一意に定まらないこと，が問題点としてあげ

られる．そこで本研究では，新たなアレー余剰の定義

として，「地域間補償所得均等制約の補償均衡の下で

余る合成剤の量（定義(ⅲ)）」を提案した． 

表-2 に示すように，定義(ⅲ)のアレー余剰は完全競

争および不完全競争に関わらず一意に定義可能であり，

完全競争の場合は従来の定義(ⅰ)と同値であるとの望

ましい性質を持っている．更に，補償原理（弱カルド

ア原理）との関連性は，完全競争の場合には同値であ

り，不完全競争の場合は十分条件になる．したがって，

定義(ⅲ)は費用便益分析指標として望ましいといえる． 
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表-1 アレー余剰と補償原理 

アレー余剰と補償原理（弱カルドア原理）との関連性
    アレー余剰の元々の定義 

(ⅰ) (ⅱ) 

完全競争 
(ⅰ)以前の効用を保つために

最大余る合成財の量 

(ⅱ)補償均衡の下での

余る合成財の量 
同値 同値 

一点 

経済 
不完全競争 

定義可能だが意味なし 

(効用のパラドックス) 
一意に定義可能， 

同値（合成財が正常財であ

る仮定がある限り） 
十分条件 

完全競争 定義可能 一意に定義できない 同値 なし 
空間

経済 不完全競争 
定義可能だが意味なし 

(効用のパラドックス) 
一意に定義できない

同値（合成財が正常財であ

る仮定がある限り） 
なし 

 
表-2 新たに定義されたアレー余剰と補償原理 

    
（ｉｉｉ）地域間補償所得均等制約の補償均衡の下での 

アレー余剰の定義 

アレー余剰と補償原理（弱カルドア原理） 

との関連性 

完全競争 一意に定義可能，また（ｉ）と同値 同値 空間

経済 不完全競争 一意に定義可能 十分条件 




